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平成２６年４月 

川 西 町 



 

 

平成２５年度川西町各課の運営方針と組織目標点検評価 

 

 

◆総括的事項 

  平成２５年４月に各課で計画した運営方針と組織目標（具体策指針）に基づき、

１年間の点検評価を行ったものである。 

 

 

◆具体的点検評価内容 

１．事業の点検評価の期間については、平成２５年４月１日から平成２６年３月

３１日まで。 

２．事業の内容については、できるだけ詳しくわかり易く表記した。 

３．目標数値のあるものについては、できるだけ数値化し、達成状況がわかるよ

うに表記した。また、イベント・会議等においては、できるだけ月日を表記し

た。 
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平成２５年度 運営方針と組織目標（総務課） 

                                              作成者 総務課長 島 貫 啓 一   
【課の運営方針】 

１ 庁内調整機能の強化 
２ 職員研修の充実と人材育成（目的の明確化とプログラムの体系化、イベント等への参加などより実践に即した研修の実施） 
３ 新・職員定員適正化計画の策定 
４ 職員の健康管理の充実 
５ 災害時における住民への情報伝達手法の検討を進めるとともに、Ｊ－ＡＬＥＲＴ自動起動装置による情報伝達体制を整備 
６ 自主防災組織の体制強化に向け、情報伝達機器等の資機材整備を支援 
７ 消防業務の推進と消防団活動の活性化 
８ 未登記物件解消への工程表作成（状況把握） 
９ 旧二中跡地活用と整備事業の推進 

 

組 織 目 標 具 体 策 指 針 点 検 評 価 

【行政管理グループ】 
１ 庁内調整機能の強化 
 
 
 
２ 職員研修の充実と人材育成（目的の明確化と
プログラムの体系化、イベント等への参加など
より実践に即した研修の実施） 

 
 
 
３ 新・職員定員適正化計画の策定 
 
 
 
４ 職員の健康管理の充実 
 

 
１ 行政運営の意思統一及び課題解決を図るため経 
営会議を開催するほか、必要に応じ調整会議を開
催する。 

 
２ 年度当初に研修計画を策定し、その進行管理に
努めるとともに、より多くの職員が研修を受けら
れるよう努める。 

 
 
 
３ 地域主権による業務、権限委譲による業務、今
後の行政需要を見据えて計画を策定する。 

 
 
４ 全職員を対象に健康診断を実施するとともに、
各種研修会、交流会を開催するなど、衛生委員会
活動の充実を図る。 

 
 

 
１ 原則月２回、経営会議を開催し、行政運営
の意思統一及び課題解決を図っている。 
【３月末実績】 ２２回 

 
２ 研修計画に基づき進行管理に努めるとと
もに、当初計画にない研修であっても、研修
希望者の要望に沿えるよう対応。 
【研修計画】  ５１研修、４５９名 
【３月末実績】 ６５研修、５７０名 

 
３ 地域主権による業務、権限委譲による業
務、今後の行政需要を見据えながら、計画原
案を策定した。 

 
４ 健康診断の受診勧奨に努めるとともに、衛
生委員会を原則月１回開催し、活動内容の検
討を行っている。 
【３月末実績】 

  ・健康診断受診率：１００％ 
  ・衛生委員会：会議１１回、職場巡視１回 
 
 

【危機管理グループ】 
１ 災害時における住民への情報伝達手法の検
討を進めるとともに、Ｊ－ＡＬＥＲＴ自動起動
装置による情報伝達体制を整備 

 
 
 
 
 
２ 自主防災組織の体制強化に向け、情報伝達機
器等の資機材整備を支援 

 
 
 
 
 
３ 消防業務の推進と消防団活動の活性化 
 
 
 
 
 
 

 
１ 平成２６年度からの防災行政無線整備に向け、
災害時における最適な住民への情報伝達手法を確
立するため、調査及び実施設計により具体的検討
を行う。 
また、Ｊ－ＡＬＥＲＴからの緊急情報を瞬時に

伝達できる「緊急速報メール」と「登録型メール」
を整備し運用を開始する。 

 
２ 自主防災組織に対する支援として、昨年度に引
き続きデジタル簡易無線機への補助、各地区交流
センターへの同無線基地局整備、簡易型非常用発
電機の整備を行う。 

 
 
 
３ 消防団、消防署、当課の役割等の調整を図り、
円滑な業務の遂行に努める。 
消防団活動については、各種事業を自主的な運

営へと移行なるよう、他市町の状況も参考にしな
がら、幹部会議等で検討を行う。 
消防団無線をデジタル対応機器に更新を図る。 

 
 

 
１ 災害時の情報伝達手法の確立に向けた提
案を事業者に委託済み。その内容をもとに具
体的検討を行った。 

  「緊急速報メール」と「登録型メール」の
整備を行った。 

 
 
 
２ 下記の資機材の整備行うとともに、補助金
交付事務を執行した。 
【資機材の整備実績】 
 ・デジタル簡易無線機：７地区、７４台 
 ・各地区無線基地局整備：７地区 
 ・簡易型非常用発電機：４地区、４台 

 
３ 各種事業を実施する中で、連携を図りなが
ら役割分担の明確化に努めた。 

  消防団活動は、各種事業において担当制を
導入しながら、自主的な運営へ徐々に移行さ
れている。 

  消防団無線のデジタル対応機器への更新
を行った。 

 
 

【財産管理グループ】 
１ 未登記物件解消への工程表作成（状況把握） 
 
 
 
 
 
 
 
２ 旧二中跡地活用と整備事業の推進 
 
 
 
 

 
１ 町有財産（土地・建物）は常時把握し、不要と
判断した資産は積極的に処分する。 

  また、未登記物件については、順次物件を精査
しながら解消に努める。 

 
 
 
 
２ 施設改修年次計画によりすみやかに実行する。 
  また、関係各課と協議し適期に施設設置条例を
制定する。 

 
 

 
１ 町有財産の把握に努めながら、処分対象物
件の検討を行い、法定外公共物の売却を行っ
た。 

  未登記物件は、解消に向け作業を実施し
た。 
【売却実績件数】   ３件 
【未登記物件数】 ３６３件 

 
２ 第２期工事として下記の改修工事を施工
した。また、設置条例となる「川西町交流館
条例」を公布した。 
【第２期工事】 

  ・体育館屋根改修工事 
  ・校舎防雪対策工事 
  ・校舎内部改修工事 
  ・体育館トイレ改修工事 
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平成２５年度 運営方針と組織目標（企画財政課） 

                                              作成者 企画財政課長 遠 藤 勝 則  
【課の運営方針】 

１．総合計画、集中改革プラン(行財政改革)及び財政を相互に関連付けながら整合性の取れた政策の推進を図る。 
２．行政評価システムの運用により、内部評価の徹底と外部評価の充実を図り、政策の推進に繋げる。 
３．庁内の連携及び調整力を高めるため、昨年度に引き続企画財政課に各課担当制を敷く。 
４．定住自立圏構想などの広域連携について調査研究を積極的に推進する。 
５．町内外への情報発信の機能を向上させるとともに広聴力を高め、開かれた行政運営に努める。 
 

組 織 目 標 具 体 策 指 針 点 検 評 価 

【政策調整グループ】 
１ 各種計画の進行管理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 広域行政・広域連携 
 
 
 
 
３ 行政評価システムの運用管理 
 
 
 
 
４ ふれあいの丘整備計画の進行管理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 広報及び広聴活動の強化充実 
 
 
 

 
１ 
（１）総合計画後期基本計画の推進に向け、進行管
理を行うとともに、「まちづくりシンポジウム」を
開催する。 

 
 
 
 
 
 
（２）過疎計画については、実施計画と連動しなが
ら進行管理を行う。 

 
（３）国土利用計画の進行管理を行い、農業振興地
域整備計画及び都市計画マスタープランとの連動
調整を行う。 

 
２ 定住自立圏構想をはじめとした広域連携につい
て調査検討を行う。 

 
 
 
３ 内部（庁内）評価及び外部（まちづくり委員会）
評価を実施し、総合計画、第２次集中改革プラン、
予算の執行に反映させ、一体的な行政運営を行う。 

 
 
４ 
（１）ふれあいの丘整備短期アクションプランに基
づき、関係課との連携調整を図りながら、進行管
理を行う。 

 
 
（２）地元説明会を開催し、円滑な計画推進を図る。 
 
 
 
５ 
（１）町報を問題提起型や提案型の紙面となるよう
内容の充実を図る。 

 
 
 
（２）ホームページによる情報提供頻度のアップと
内容の充実を図るとともに、マスコミ等への情報
発信を徹底する。 

 
 
 
（３）町長とのふれあいトークの開催等広聴事業を
実施する。 

 
 

 
１ 
（１）総合計画後期基本計画の進行管理は、実
施計画の精査、ヒアリングの中で、進行管理
を含め調整を行った。 
「まちづくりシンポジウム」は、１月２６

日、愛知大学地域政策学部の鈴木誠教授の講
演及び町内で活動している３名の方の活動
発表とディスカッションにより実施。５９名
参加。 

 
（２）Ｈ２６実施計画ヒアリングにおいて、過
疎計画の事業進捗状況の確認を行った。 

 
（３）国土利用計画の進行管理を行い、都市計
画マスタープランの策定を受け調整を行っ
た。 

 
２ 「地域の元気創造に関する総務省・金融庁
合同施策説明会」に参加し、定住自立圏構想
について研修を行ったほか、調査検討を継続
した。 

 
３ 施策及び政策の評価結果は７月２５日に、
集中改革プランの評価結果は２月４日にそ
れぞれまちづくり委員会より報告を受け、 
２６年度の予算編成等に反映させた。 

 
４ 
（１）ふれあいの丘整備短期アクションプラン
に基づき、パークゴルフ場建設検討委員会に
参画し、関係課と調整を行いながら、進行管
理に努めた。 

 
（２）１０月２５日に、地権者を対象にパーク
ゴルフ場建設計画について説明会を実施し
た。 

 
５ 
（１）問題提起型や提案型の紙面づくりについ
ては、十分ではなかったが、大槌町へ派遣取
材を行う等、本町の課題等について話題を提
供した。 

 
（２）ホームページについては、各課の担当者
より逐次情報発信を行った。 
マスコミ等への情報発信については、各課

等から情報を収集し、多くの情報を発信する
よう努めた。 

 
（３）１８歳から４０歳までの方々を対象に
「町長とのふれあいトーク」を実施、８月末
までで７箇所で実施。５７名の方に参加をい
ただいた。１０月には、商工会青年部及び農
協青年部を対象に開催し、４２名の参加を
得、今年度は合計で９９名の参加であった。 

 
  町民から広く意見等をいただくため、町長
への手紙（はがき）を９月分町報に折込み、
１５件の意見をいただいた。 
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【経営管理グループ】 
１ 健全財政の確立 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 第２次集中改革プランの推進 
 
 
 
 
３ 指定管理者制度の推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ ふるさと寄附金制度の推進 
 
 

 
１ 着実な財政健全化の進捗を緩むことなく前進さ
せる。 

 平成２５年度末目標指標 
①実質公債費比率       １２．２％ 
②経常収支比率        ９２．０％ 
③財政力指数        ０．２３２ 
④財政調整基金現在高 ６００，０００千円 

 
 
２ 第２次集中改革プランをより推進するため、ア
クションプログラムによる内部評価、外部評価を、
行政評価システムにより行う。 

 
 
３ 指定管理者の年度点検評価を実施するととも
に、新たな指定管理者施設の導入を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
４ ふるさと寄附金の募集チラシをリニューアル
し、お礼の品を地元産品にすることにより、商店
街の消費拡大を促し、さらに寄附金の増額を目指
す。 

  平成２５年度目標額    ２，０００千円 
 
 

 
１ 財政の健全化に向け、適切な予算の執行管
理に努めた。 
平成２５年度末指標（見込み） 

 ①実質公債費比率      １３．４％ 
②経常収支比率       ９２．０％ 
③財政力指数       ０．２２９ 
④財政調整基金現在高６００，０００千円 

 
 
２ 第２次集中改革プラン・アクションプログ
ラムによる内部評価及びまちづくり委員会
による外部評価を行った。 

 
 
３ 川西町指定管理者選定委員会を開催し、各
施設における指定管理者の年度点検評価を
行った。 

  また、同委員会において、川西町農村環境
改善センターの指定管理者制度導入にかか
る検討を行い、同センターの制度導入につい
ては、平成２８年度からとした。 

 
 
４ ふるさと寄附金の募集チラシをリニュー
アルするとともにお礼の品を地元産品に決
定し、商店街の消費拡大を促し、寄附金の増
額を図るべく再スタートをきった。 
 
平成２５年度実績 ２，８１８，３４６円 
            （１８６件） 
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２５年度 運営方針と組織目標（まちづくり課） 

                                              作成者 まちづくり課長 鈴木 清隆  
【課の運営方針】 

１ 地域づくり活性化プロジェクトを推進するため、地区経営母体・ＮＰＯ等と連携し、協働のまちづくりによる地域振興と活性化を図る。 
２ 交流基盤確立プロジェクトに基づき、あらゆる交流組織・団体と協働し基盤固めを行い、「やまがた里の暮らし大学校運営事業」を通して情報
発信に努め、交流人口の拡大を図る。 

３ 生涯学習推進計画に基づき、生涯学習の機会と情報提供を行い学びの場をつくり、総合的な人づくりを推進する。 
４ 生涯スポーツの振興による町民の健康体力づくりを進めるとともに、社会体育施設整備の推進を図る。 
５ 下小松古墳群を中心とする文化財の保護と利活用を図り、文化のまちづくりを推進する。 
 

組 織 目 標 具 体 策 指 針 点 検 評 価 

【地域づくり推進室】 
１．地区交流センター管理運営の支援 
 
 
 
 
２．協働の地域づくりの推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．次世代を担う人材の育成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．交流基盤の確立 
 
 
 

 

 
（１）地区経営母体による指定管理業務への支援を

行うと共に、地域コミュニティ活動の拠点施設と
なるよう支援する。 

 
 
 
（１）地区経営母体の組織の充実と地域づくり事業、

人づくり事業が円滑に行われるよう財政支援を
行う。加えて、各地区に担当職員を配置し、経営
母体の運営及び地区計画事業の推進を支援する。 

 
（２）地域づくり連絡協議会及び地域支援調整会議

の充実を図り、共通した地域課題の解決を図ると 
ともに、町と地区が一体となった地域づくりを進
める。 

 
（３）意欲ある都市住民を「地域おこし協力隊員」

に委嘱し、外部からの視点を活かした地域資源の
活用や地域振興策を提案・実施することで地域力
の維持・強化を図る。 

 
 
 
（１）各地区との連携を図りながら次世代のまちづ

くり、地域づくりを担う人材を発掘し、研修・交
流を通して育成する。なお、講座修了者は、「ま
ちづくりマイスター」に認定する。 

 
（２）自主的なまちづくり活動を行う青年層の団体

に助成し、町内の青年層によるまちづくり活動を
推進する。 

 
（３）町内の若者の海外研修を支援し、これからの

まちづくりに不可欠な行動力と広い視野を持っ
た人材の育成を図る。 

 
 
 
（１）あらゆる交流組織・団体と協働し交流基盤の

確立を図り、やまがた里の暮らし大学校運営事業
を通して情報発信に努め、交流人口の拡大を図
る。 

 
（２）交流から移住定住への発展に向けて各種イベ

ント等へ出展し情報発信を行うとともに、定住環
境の整備に向けた検討を行う。 

１. 
（１）年度初めに、各地区経営母体と指定管理
の年度協定を締結。各センターにおける修繕
保守等を適切に行い、拠点施設としての機能
の充実を図った。 

 
２. 
（１）各地区経営母体に対し協働のまちづくり
地域支援事業交付金の交付。各地区に正副各
１名の担当職員を配置。月１回のミーテイン
グを定例化。 

 
（２）「支え合いのまちづくり会議」、「地域づ
くり連絡協議会」及び「地域支援調整会議」
を開催し、地域課題の解決と地域づくりを推
進。 

 
（３）昨年度からの継続者５名に委嘱。３年目
隊員には自主活動の時間配分を増加。他の隊
員は町内団体のリクエストに応じて支援活
動を展開。 

 
 
３. 
（１）地区推薦、一般公募により２１名の受講
者で実施。新たに１１名を認定。おきたまネ
ットワークサポートセンターに業務を委託
し、１１回の講座を開設。 

 
（２）若者未来塾交付金を２団体に交付し、青
年層のまちづくり活動を支援。 

 「友‘ｓＱoo Ｌove」、「犬川地区青年団」 
 
 
（３）９月に川西マレーシア交流事業に参加の
３名に支援。１１月にオーストラリアの研修
実施の２名に支援。 

 
４. 
（１）庁内関係課並びに交流実践団体等との調
整を図るとともに、やまがた里の暮らし推進
機構に大学校の運営を委託し、事業を実施。 

 
（２）９/８ふるさと回帰フェア（早稲田大学）
に出展。ブース来場者約３０名。随時、移住
希望者への情報提供を実施。１/１９ＪＯＩ
Ｎ移住・交流＆地域おこしフェア（東京ビッ
クサイト）ブース来場者約２０名 
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【生涯学習グループ】 
１．生涯学習、家庭教育等の生涯学習事業の実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．生涯スポーツの推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．社会教育施設の充実 
 
 
 
４．文化財の保護 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．芸術文化の振興 
 
 
 
 
 
 
６．まつりの開催 

 

 
（１）生涯学習講座（ゆうゆう大学、地域学講座、

出前講座）を実施する。 
 
 
 
（２）家庭教育講座を実施する。 
 
 
 
 
（３）女性団体等の活動支援を行う。 
 
 
（４）青少年育成、視聴覚教育事業を推進する。 
 
 
（５）地域ぐるみで学校を支援する学校支援地域本

部事業を実施する（対象：小松小学校、大塚小学
校、中郡小学校、玉庭小学校、吉島小学校）。 

 
 
（１）体育協会及びスポーツ少年団活動を支援し、

スポーツ推進委員・スポーツ指導者の養成と資質
の向上を図り、普及発展を推進する。 

 
 
（２）総合型地域スポーツクラブの運営を支援する。 
 
 
（３）人工芝ホッケー競技場を整備する。 
 
 
 
（４）パークゴルフ場を整備する。 
 
 
 
 
 
 
 
（１）芸術文化の拠点として、フレンドリープラザ

の利用推進を図る。 
 
 
（１）資料館機能の移設に向けた準備を行う。 
 
（２）未調査文化財の資料化に向け、偉人調査の実

施、石碑調査（文化財保護協会）への協力を行う。 
 
（３）下小松古墳群等を活用した事業を実施し、身

近な文化財に触れる機会を創出する。 
 
 
 
 
（１）町芸術文化祭、プラザの参加型事業等、住民

が活躍する場を確保する。 
 
（２）児童生徒の芸術観賞会、各種公演等、多様な

芸術文化に触れる機会を創出する。 
 
 
（１）各種団体が参加できる仕組みをつくり町の一

体感を創出する。 
 
 
 
（２）運営委員会への町民参加により、次世代リー 
ダーを育成する。 

１. 
（１）川西ゆうゆう大学 
  全体学習会５/２２(水)、１０／１８（金） 

参加者２３８名 
出前講座：１２回実施 

 
（２）家庭教育講座：各幼保、小・中学校 
  で実施した。 

    ８/２９（木）子育てサポーター講座講
演会 参加者約１２０名 

 
（３）８/１（木）女性未来委員会１１名に委

嘱し、会議研修等実施した。 
 
（４）７/２３（火）川西町青少年育成町民会

議研修会 参加者５０名 
 
（５）町内５校で読み聞かせ・環境整備・学習

支援活動を実施した。 
 
 
２. 
（１）体育協会に各種大会の開催を委託し、随

時大会を開催。山形県・東北のスポーツ推
進委員大会に参加し、推進委員の資質の向
上を図った。 

 
（２）総合型地域スポーツクラブの事務局とし

て、運営支援を行った。 
 
（３）夜間照明設備設置工事を行った。また、

クラブハウス外用トイレ増改築工事を行
った。 

 
（４）外部委員による検討委員会を設置。 
  場所、規模、利活用構想、維持管理、付帯

施設等について調査・研究を行った。報告
書受領。 
地権者説明会を実施のうえ、現況調査を

行った。 
 
３. 
（１）年間事業計画に基づき、事業展開を図っ

た。 
 
４. 
（１）環境整備を実施した。 
 
（２）偉人調査は資料収集を行った。石碑調査

は、悉皆調査として基礎データを収集し
た。 

 
（３）９/２９川西町文化財巡り実施。 

参加者２５名。 
   犬川地区交流センターや下小松古墳群

を守る会とともに環境保全に努めた。 
 
５. 
（１）１１/２.３に町芸術文化祭を実施した。 
 
（２）１１/１１山形交響楽団を迎え芸術観賞

会を実施した。 
 
６. 
（１）８/１１（日）川西町多目的運動場で開

催。来場者数 約４,５００名 
  ステージイベント（１６団体、４８４名） 
  子供広場、売店、参加型イベント、花火 
 
（２）スタッフ総数 約２００名 
   町内各種団体等による実行委員会を組

織。意思決定等を行う本部委員と４つの部
からなる運営委員会に分け、それぞれ責任
を分担しながら運営にあたった。 
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平成２５年度 運営方針と組織目標（住民生活課） 

作成者 住民生活課長  鈴 木 浩 之   

【課の運営方針】 

１．住民生活と直接的に係わりをもつ部門として、窓口利用のお客様に対し、迅速な対応による住民サービスの向上に努める。 
２．窓口における相談機能の強化を図るとともに、防犯や交通安全施策を充実し、町民が安心安全で住みよいまちづくりに努める。 
３．空き家対策の充実を図るため、庁内体制を整えながら実態調査等を実施し適正管理に努める。 
４．環境基本計画の着実な推進を図るとともに、住民・関係機関と連携し生活環境、住環境の向上に努める。 

 

組 織 目 標 具 体 策 指 針 点 検 評 価 

【住民生活グループ】 
１．窓口機能の強化とサービスの向上 
  待ち時間の短縮と住基、戸籍事務における適
正な事務処理のもと、個人情報やプライバシー
等に配慮した窓口機能の強化に努めるととも
に、総合窓口としてワンストップサービス体制
の確立に向け充実を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
２．国民年金制度の普及び 
  国民年金制度普及のための情報提供 
 
 
 
 
 
 
３．防犯・交通安全の推進 
  犯罪や交通事故を未然に防止し、町民が安心
して生活できるよう関係機関・団体の協力のも
と推進に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．空き家対策 
 
 
 
 
 

 
１． 
（１）窓口来庁者のニーズに柔軟に対応するため、

関係課との検討を継続して実施する。 
 
（２）戸籍法令事務の迅速化、適正かつ円滑な処理

を図るため、上部機関の研修を積極的に活用
し、職員の資質向上に努める。 

 
 
（３）住民基本台帳事務の迅速化、適正かつ円滑な

処理を図るため、職員研修を積極的に活用し、
職員の資質向上に努める。 

 
２．制度のより深い理解と普及を図るため、町報を

活用し情報の提供と啓発に努める。（年７回） 
 
 
 
 
 
 
３． 
（１）地域ぐるみの防犯体制を支援するとともに、

安全で安心して暮らせるまちづくりを推進す
るため、生活安全推進大会等を開催し、町民及
び各関係組織団体の意識高揚を図る。 

 
 
 
（２）交通死亡事故の撲滅や事故の減少を図るた

め、年間を通した運動の展開と、交通安全指導
体制の充実と啓蒙・啓発活動を実施する。 

 
 
 
 
（３）交通安全専門指導員による各年齢層に応じた

きめ細かい交通教室を実施し、事故防止に努め
る。 

 
 
 
 
 
４． 
（１）条例に基づき、危険箇所や空き家の実態を関

係機関、団体の協力のもと継続的に調査を行
い、適正な管理を図る。 

 
 
 
 
（２）空き家に係る課題調査、整理と庁内の調整を

行う。 
 

 
１． 
（１）窓口３課の関係課と連携しながら、ワン
ストップサービス体制を整えた。 

 
（２）戸籍事務の初級２名を派遣受講させたほ
か、１０月開催の中級研修に１名を派遣し
た。また、課内研修を実施し実務、専門的見
識向上を図った。 

 
（３）県主催の住民基本台帳初任者研修に１名
を派遣受講させるほか、課内研修を実施し実
務、専門的見識向上を図った。 

 
２．町報６月号（申請免除・納付猶予制度）、
７月号（６０歳以上退職者手続き）、８月号
（専業主婦（夫）取り扱い）、１０月号(年金
額の改定)、１１月号（ねんきん月間）、1月
号（２年前納開始）、３月号（免除申請対象
期間の拡大）で制度の詳細を掲載し情報提
供、啓発に努めた。 

 
３． 
（１）防犯協会連合会その他関係団体と連携
し、「夏の安全県民運動」の展開、防犯灯設
置・更新を実施したほか、１０月１２日に生
活安全推進大会開催。 

  また、５月及び８月に青パト講習会を開催
し防犯体制の強化を図った。 

 
（２）春夏秋季における県民運動を関係団体と
連携のもと実施。夏季の県民運動出発式は本
町独自に７月１７日に開催。今後も交通死亡
事故の撲滅や事故の減少を図るため、積極的
啓発活動を実施した。３月１５日をもって本
町内死亡事故ゼロ１，０００日を達成。 

 
（３）交通安全専門指導員１名及び臨時補助職
員１名による体制で幼児施設対象とするか
もしかクラブの月１回実施、親子歩行ラリー
大会開催や小学校の自転車交通安全教室の
ほか、自治会や老人クラブを対象として交通
教室を開催し、交通安全指導の強化を図っ
た。 

 
４． 
（１）川西町空き家等の適正管理に関する条例
を２５年６月１日施行。その前段に自治会長
会や町報５月号で情報提供を依頼し、その情
報をもとに現況調査を実施。これまでの調査
をもとに作成した空き家台帳の再整備を継
続的に実施。 

 
（２）５月２０日先進地視察（秋田県大仙市）、
７月２２日県主催勉強会を受講し、課題解決
に向けた研修を実施したほか、県に対し空き
家に係る支援を要望。また、４月３０日、庁
内関係課長を委員とする川西町空き家対策
委員会設置要綱を設定し、今後、調査結果に
基づき、対策・調整を図る予定。 
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【環境衛生グループ】 
１．川西町環境基本計画の推進 
  環境施策の推進に向けて、庁内及び町民によ
る進行管理体制を確立し、環境マネジメントシ
ステムの活用による事業の点検・評価・改善を
進める。 

 
２．環境教育の推進 
  環境教育の推進に向け、情報の提供、団体・
人材の育成を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．ごみの減量化の推進 
  ごみの減量化に向け、分別収集の推進、資源
物回収、廃食用油の回収（ＢＤＦへのリサイク
ル）を進める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．自然環境の保全 
  自然環境の保全に向け、悪臭対策、野焼き対
策、水質保全への取り組みを進める。 

 

 
１．進行管理体制として、庁内組織「川西町環境基

本計画推進委員会」と、町民組織「環境かわに
し町民会議」による計画の進行管理に関わる意
見・提言を行い、環境マネジメントシステムの
活用による事業の点検・評価・改善を進める。 

   
２． 
（１）環境掲示板・町報及び町ホームページを活用

し、各種事業等の情報提供を行う。 
 
 
（２）環境教育の一環として、ＥＭによる町内小学

校プールの浄化実証実験を実施する。また、町
民環境団体との連携によるダリヤ園環境美化
活動を実施する。 

 
 
 
（３）団体・人材の育成に向け、地域での環境出前

講座を随時開催する。 
 
 
 
 
 
 
３． 
（１）ごみ分別を推進するため、町報等を活用した

啓発を行う。 
 
 
 
（２）大量排出事業者に対する廃棄物適正排出の啓

発を行う。 
 
（３）廃棄物収集運搬事業者に対し生活系、事業系

及び産業廃棄物の区分けの徹底を依頼する。 
 
（４）各地区での廃食用油の回収を行い、ＢＤＦへ

のリサイクル化を進める。 
 
 
４． 
（１）悪臭対策として、管理指導を強化するととも

に、ＥＭ等を活用した悪臭抑制対策を進める。 
 
（２）野焼きについて、広報活動の実施、監視体制

の整備、関係団体（衛生組織連合会等）との連
携を図り、未然防止に努める。 

 
 
 
（３）水質保全のため、山口沢川及び萩野堀の水質

調査を実施する。 
 
（４）不法投棄防止啓発及び原状回復作業を実施す

る。 
 

 
１．川西町環境基本計画推進委員会及び環境か
わにし町民会議を開催し、環境施策推進の現
状把握と環境団体の情報共有を図り、今後の
事業展開についての意見・提言を受けながら
年２回協議を行った。 

 
２． 
（１）庁舎玄関フロアに「環境掲示板」を設置
したほか、町報や町ホームページを活用し各
種事業や情報の提供を行った。 

 
（２）町内全小学校を対象に、ＥＭを活用した
プール浄化活動を各２回（４月２４日、９月
２５日）実施し、併せて児童に対し環境学習
を実施した。また、７月２６日に衛生組織連
合会小松分会の協力を得ながら、ダリヤ園内
の水路清掃活動を実施した。 

 
（３）町内２小学校及び１団体を対象に環境に
係る出前講座を開設した。 

  また、環境教育の一環として、６月１日に
グリーンカーテン講習会を開催したほか、小
中学生を対象に８月４日に初めてスポーツ
ごみ拾い大会、１０月１９日には産業フェア
に合わせたエコドライブ講習会を開催した。 

 
３． 
（１）ごみ分別の徹底を図るため、町報に呼び
掛け記事を掲載するとともに、ごみ収集カレ
ンダーとごみ収集所貼付用のポスターを配
布した。 

 
（２）町報に適宜、啓発記事を掲載した。 
 
 
（３）申請許可に際し、区分けの徹底について
依頼した。 

 
（４）毎月１回、廃食用油回収を実施するとと
もに、１０月１０日にＢＤＦ精製工程の視察
を行った。 

 
４． 
（１）ＥＭを活用した悪臭対策を実施している
大規模畜産業者の状況把握に努めた。 

 
（２）町報へのチラシ折込み、監視車からの広
報や衛生組織連合会等関係団体と連携した
野焼きパトロールを実施しながら未然防止
に努めた。減少傾向にあるが未だ散見される
ことから、今後も実施して行く。 

 
（３）９月に水質調査を実施。町報１２月号で
調査結果を公表した。 

 
（４）不法投棄監査員による監視やのぼり、看
板、監視カメラ設置、町報による啓発等を行
い、未然防止に努めた。また、小規模なもの
は、職員による原状回復を適宜実施した。 
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平成２５年度 運営方針と組織目標（税務収納課） 

                                              作成者 税務収納課長 佐 藤 善 朗  
【課の運営方針】 

行政運営の基盤となる財政健全化を担保するため、財源の根幹をなす町税の適正な課税、収納に努める。 
 
 

組 織 目 標 具 体 策 指 針 点 検 評 価 

【町税グループ】 
１ 納税者意識の高揚 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 適正・公平な課税 

 
１ 
（１）町報への課税情報掲載 
 
 
 
 
（２）税相談の実施 
 
 
（３）租税教室の実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 
（１）未申告者の申告相談日の設定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）税関係各種研修への積極的参加 
 
 
 
 
 
 
（３）課内研修の実施 
 
 
 
（４）課税事務の改善に向けた点検の実施 
 
 

 
１ 
（１）町報への課税情報掲載 
 ・４月 固定資産の縦覧 

５、７月 家屋の新増築調査 
納税通知書の配布（住民税他） 

  １月 申告相談 
３月 軽自動車税 

 
（２）税相談の実施 
 ・通常業務にて対応した。 
 
（３）租税教室の実施 
 ・税協からの依頼を受け講師派遣を行う。  
  （町内小学校３校のうち１校を担当 
 中郡小学校１２月１６日実施） 

 ・上記の講師養成研修会に参加（職員１名） 
 ・地区福祉座談会に出向き、税、料につ 
  いての講演を行った。（大塚地区２回） 
 
２ 
（１）未申告者の申告相談日の設定 

①住民税申告の不十分な者（４６名）に対
し通知書を送付し、申告を促すとともに、
未対応者には、電話催促、自宅訪問を行
った。（８月末～１１月） 

②固定資産税の未申告資産調査を実施し、
通知書により修正申告（１４３名）を促
し、未対応者には電話催促を行った。 
（７月～１２月） 

 
（２）税関係各種研修への積極的参加 
 ・固定資産税評価実務研修  ６/６、７ 
 ・初任税務担当職員研修 ７/１７～１９ 
 ・固定資産税評価審査事務研修 ７/３１ 
 ・法制実務研修会   ９/３０～１０/１ 
 ・クレーム対応研修    １２/３、４ 
 
（３）課内研修の実施 
 ・毎月、職員が講師となり研修会を実施 
  した。（申告相談時期２、３月を除く） 
 
（４） 課税事務の改善に向けた点検の実施 
  ・（３）の実施時に改善すべき事務につい 
  て検討し、改善を図った。 
 
 



9 

【収納グループ】 
１ 納税者意識の高揚 
 
 
２ 適正・公平な課税 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 滞納対策の強化 
 
 
 
 
 
 
 

 
１ 
（１）町報への納税情報掲載 
 
２ 
（１）納税相談の実施 
 
 
 
 
 
（２）税関係各種研修への積極的参加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）課内研修の実施 
 
（４）収納関係課連絡調整会議の開催 
 
 
 
 
 
 
 
（５）税と税外収入金の一元管理 
 
 
 
３ 
（１）特別収納月間の設定 
  ①４月・５月  出納閉鎖前催告 
  ②７月・３月  滞納繰越分重点催告 
  ③１１月    現年分重点催告 
 
 
（２）悪質、高額滞納者等に対する滞納処分 
 
 
 
 
（３）納税相談員による納付督励（３班６名体制） 
 
 
 
（４）新たな納付方法の検討 
 
 
 

 
１ 
（１）毎月納付啓発の記事を掲載した。 
 
２ 
（１）町税及び水道料金等の包括的な相談を実

施した。国保税滞納者相談会を日曜日（８
/１８）に実施するとともに、短期保険証 

  交付者等に対し３カ月ごとに納付助言を 
  行った。 
 
（２）各機関・団体主催研修会に参加し収納 
  事務向上に努めた。 

① 県徴収対策本部 
・管理監督者研修     ４/１７ 
・実務研修 ７/１９、１０/２９―３０ 
②  置賜税務協議会 
・徴収事務研修会    １０/１１ 
③ 米沢地区個人住民税徴収対策協議会 

  ・三税研修会（町税、国税、県税） 
               １０/２４ 

④ 国民健康保険収納率向上対策研修会 
               １１/１３ 
 
（３）定例研修会の実施 月１回 
 
（４）第１回会議        ４/１１ 
   第２回会議       １１/１８ 
   また、特別収納月間時に関係課による一

斉催告打合せを行い収納対策を強化した。 
   ２４年度出納閉鎖期    ４/１１ 
   ２４年度までの滞納繰越分  ７/９ 
   ２５年度現年度分    １１/１８ 
 
（５）納付督励・相談等を一体的に実施すると

ともに滞納繰越分や還付金の一元管理に
より収納業務の効率化に努めた。 

 
３ 
（１）①②関係課との連携を強化しながら、 
  予定どおり実施した。 
   また、９月から１１月を水道料金収納 

     対策期間として取り組み滞納金解消に努 
めた。  めた。 

 
（２）資産等調査の上で滞納処分の執行を行っ

た。また、関東方面の滞納者に対し出張 
  納付催告を実施した。３/２４―２７ 

 
 
（３）３班体制で納付督励を実施した。なお、

５月から１２月にかけて休日及び夜間督
励を合わせて実施。 

 
（４）コンビニ収納について、情報収集し検討

段階である。 
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平成２５年度 運営方針と組織目標（健康福祉課） 

                                              作成者 健康福祉課長  金 子 正 人  
【課の運営方針】 

１ 生活習慣病予防の推進及びがん検診受診率の向上に努める。 
２ 食育推進計画を策定し各種食育事業を推進する。 
３ 介護予防事業（一次、二次予防事業）の充実を図り、重度化の進行を抑制する。 
４ 保健事業や健康づくりの推進により医療費の抑制を図り国民健康保険事業運営の安定化を図る。 
５ 川西町健康福祉センターのあり方と川西診療所等の整備計画について、より明確な考え方をまとめていく。 

 

組 織 目 標 具 体 策 指 針 点 検 評 価 

【福祉グループ】 

１．関係団体との連携強化 

社会福祉協議会等の福祉団体との連携強化

を図り、福祉環境及び福祉施策の理解の向上に

努める。 

 

 

 

２．障がい者の福祉サービス体制の確立 

障がい者の福祉環境が、「ノーマライゼーシ

ョン」の理念のもと、障がい者の要望に耳を傾

けた福祉サービスに努め、障がい者の能力が充

分に発揮できる社会形成を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．高齢者の福祉サービス体制の確立 

高齢者の生活環境や状況に応じ、求める福祉

サービスが、その利用を図るときに分かり易い

提供体制を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 

４．災害時要援護者避難支援体制の確立 

 

 

 

５. 児童の健全育成 

  次代の社会を担う児童の健全な育成及び資 

 質の向上を図る。また、児童虐待防止対策の充 

 実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

６．旧町立病院の整備等に関する検討 

  建設から４０年以上が経過しており、今後の 

 使用及び整備に関して検討を行う。 

 

 

１． 

（１）社会福祉協議会、老人クラブ、身体障害者福

祉協議会等との定期的協議の実施 

 

（２）民生委員・児童委員協議会への情報提供、課

内連携の実施 

 

２． 

（１）障がいの種類によらない共通のサービス提供 

 （利用目標：１６サービス１３５名） 

 

（２）働きたい人の就労支援 

 （利用目標：１５事業所４０名） 

 

 

 

（３）移動支援や日中一時支援等、身近な地域での

サービス利用 

 （利用目標：１０事業所１５名） 

 

（４）障がい者の悩みや生活全般について、保健医

療、教育各分野の機関・団体との連携、及び相

談体制の確立 

 

 

 

 

３． 

（１）老人クラブ３６組織の支援、老人体育レクリ

エーション大会への１，０００名参加による元

気な高齢者の生きがい活動支援 

 

 

（２）豪雪時の雪下ろしや緊急通報システム救急医

療情報キット配備など単身高齢者世帯等が安心

できる支援サービスの実施 

 

 

４．要援護者登録台帳の調整及び新規登録 

 

 

 

５.  

（１）児童手当の支給 

 

 

 

（２）要保護児童対策地域協議会の開催 

（代表者会議：年１回 実務者会議：年３回以内） 

 

 

 

６． 

（１）健康福祉センター及び川西診療所のあり方に 

  ついて、今後の方向性を今年度中に整理する。 

 

（２）川西診療所に関しては、置賜広域病院組合と 

  の連携を図り、整備方法等を検討する。 

 

 
１． 
（１）随時に協議を実施している。 
 
 
 
（２）毎月７地区の分会定例会において情報 
  交換とケース検討を行っている。 
 
２． 
（１）障がいのある方が必要とするサービス 
  の提供を行っている。 
  （１６サービス１５９名） 
 
（２）就労継続支援Ａ型１事業所１０名、就 
  労継続支援Ｂ型１２事業所３２名、就労 
  移行支援１事業所１名が就労支援を受け 
  ている。 
 
（３）移動支援事業所５事業所、日中一時支 
  援事業所６事業所に委託し実施している。 
   
 
 
（４）コロニー希望が丘との情報交換を５月 
  ２９日及び１２月１６日に、相談事業所 
  等関係機関と相談・生活支援会議を７月２ 
  ２日に実施した。 
   相談支援事業所に困難ケースを委託す 
  るとともに、身体及び知的障害者相談員 
  を委嘱し、相談支援の充実に努めている。 
 
３． 
（１）老人クラブ町連合会及び単位クラブ 
  （３５クラブ）への活動費助成を行った。 
   大会名称を健康レクリエーション大会 
  に変更し、６月２１日に１，０２５名参 
  加で開催した。 
 
（２）緊急通報システムは３月末現在５８世 
  帯が利用している。 
   救急医療情報キットを民生委員に委託 
  し、１３７世帯（１８５名分）に追加配 
  備した。 
 
４．登録台帳の調整及び新規登録受付を実施 
  している。 
  （３月末現在１３４名登録） 
 
５． 
（１）６月は１，０２７名に、１０月は１， 
  ０４３名に、２月は１，０４１名に対し 
  児童手当を支給した。 
 
 
（２）ケース会議を４月１２、１７、１９日、 
  ５月３０日に、実務者会議を１１月２６ 
  日に、代表者会議を３月２５日に開催し、 
  児童虐待の状況確認及び情報の共有を図 
  った。 
 
６． 
（１）中間報告で課題とされた項目について、 
  担当課としての方向性を整理した。 
 
（２）診療所整備の基本構想に関して、医師か 
  らの意見を取り入れながら、担当課として 
  の方向性を整理した。 
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【医療給付グループ】 
1．国民健康保険事業の円滑な運営 

保健事業の推進等による医療費の抑制と、適

正課税及び収納率向上よる国民健康保険税の

負担軽減を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．子育て支援医療の充実 
 

 

１． 

（１）医療費適正化の推進 

①後発医薬品（ジェネリック医薬品）の活用促進 

 ジェネリック医薬品希望カードの配布 

  

 

ジェネリック医薬品差額通知（年２回） 

 

 

ジェネリック講演会の実施 

 

 

 

②レセプトの電子化に伴う内容点検の充実と効

率化 

③重複・頻回受診者への保健指導 

 

 

④医療費通知（年６回）や広報等による適正受診

の周知啓蒙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）国保税適正賦課並びに収納率の向上 

（財政安定化および税負担の公平性） 

①保険税適正賦課 

 

②収納率の向上のための税務収納課との連携 

現年度分収納率目標 ９４％ 

 

 

③嘱託納税相談員の配置 

 

 

（３）関係機関と連携した保健事業の推進 

①特定健康診査、特定保健指導の実施 

  

 

  

 

②人間ドックの実施 

 ③健康増進事業による国保被保険者の健康力アッ

プ 

 

 

２．  

  少子化対策として中学生以下までの医療費の 

無料化 

 

 

１ 

（１） 

 ① 

 ・８月２６日の被保険者証一斉更新時に「ジ 

 ェネリック医薬品希望シール」を同封し活用 

 促進を図った。 

 ・ジェネリック差額通知を２回実施。（４月 

  ２５日：Ｈ２５年 1月診療９４８名分、 

１１月５日：７月診療９９１名分） 

 ・「ジェネリック講演会」は１１月７日、山 

   形県薬剤師会 薬事衛生指導員の奥山弘明 

氏による講演で２０名参加（講演後アンケ 

ート実施） 

 ②レセプトの内容・突合・縦覧点検を国保 

  連合会に委託し効率を上げている。 

 ③国保連のデーターより保健師による重複 

  受診・頻回受診者への保健指導対策を実 

施。（重複４件・頻回１件） 

 ④医療費通知を６回（平成２５年６・８・ 

１０・１２月、平成２６年２・３月）実施。 

延件数は７３，６８０件。 

  一斉更新時にパンフレットの同封や町報・ 

  ＨＰによる適正受診の周知啓豪を行って 

いる。 

 ※かわにし出前講座で「やってみよう！医 

  療費節約術」を６回実施し国保事業への理 

  解と医療費の適正化を図った（８月２６ 

日、９月１７日、１０月１９日、１１月１ 

５日、１月１３日、２月１３日） 

 

（２） 

 

 ①本算定時・随時において適正な賦課を 

  実施。 

 ②税務収納課と協議し滞納者の被保者証 

  交付基準の見直しを行った。また、保険証 

  更新時連携し納付相談を行った。 

（８月１８日 １６人、当日外＋７人） 

 ③嘱託相談員２名雇用、夜間・休日対応を 

  実施し収納率向上に努めている。 

  

（３） 

 ①特定健康診査は各地区にて１９回実施し 

  追加健診は４回した。 

  健診結課説明会は２３回実施。 

  特定保健指導（６ヶ月間）については継続 

  中である。 

 ②人間ドックは１１回実施した。 

 ③町の健康増進事業とタイアップし健康力 

  アップまた被保者の早期発見・早期治療 

  のためドックへの助成を行っている。 

  

２・ 

  町単独により中学生以下の医療費を無 

 料化することで、子育て家庭の経済的支援 

 及び早期受診による重大疾病の抑制を図 

 っている。 
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【健康グループ】 
１.生涯にわたる食育の推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２.生活習慣病予防の推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
３.介護予防事業の推進 

 
１. 
（１）食育推進計画の策定 
        
 
（２）食育推進事業の実施 
    新規事業：①食育標語の募集 

（小中学校 夏休み） 
 

          ②食育情報の提供 
            （ＨＰや広報の活用） 
          ③食育に関する講演会 
          ④食育実習の開催 １回 
 
 
２. 
（１）各種がん検診受診率の向上 
   検診申込者に対する再案内の実施による受診

率向上 
   <目標>胃 が ん：３５％ 
      大 腸 が ん：４０％ 
      子宮頸がん：３０％ 
      乳 が ん：３５％ 
      肺 が ん：５０％ 
 
 
 
 
（２）健康づくり事業の推進 
   ・特定保健指導者に対する運動実技教室 
                 ２回 
   ・健診受診者に対する運動の必要性の周知と 

運動実施に対する支援  ２３回 
 

３. 
（１）介護予防事業実施機関の拡大 ２か所増 
 
 
 
 
 
（２）認知症予防事業の推進 
   ・小松地区をモデル地区とした事業の実施 
    ①講演会の開催      １回 
    ②脳機能テストの実施  ５０人 
 
 
（３）介護予防のための運動の推進 
   ・７０歳健康教室におけるロコモ予防運動 
                月１回実施 
 

 
１． 
（１）３月に策定。３月議会定例会にて報告 
 
 
（２）①町内各小学校４～６年生を対象とし 

て、夏休みの課題として、３つのテ 
ーマで募集。 
２２７名より３９８件の応募 
②町報掲載６月号、９月号、１２月号 
③１２月７日坂本廣子氏による講演会 
を開催 ５９名参加 

④１１月２４日（日）開催 １７名参加 
 
２． 
（１）受診状況 
・胃がん   １４２６人（３２．０％） 
・大腸がん  １７４３人（３７．４％） 
・子 宮 頸 が ん（集団）３７６人 

  （個別）  ９２人 
   合計 ４６８人（２４．５％） 

・乳がん （集団） ４４９人 
（個別）  ６３人 

合計５１２人（３３．３％） 
・肺がん    ２１０１人（４７．９％） 

     ＊再案内、追加検診の実施により受診率 
 が    は昨年度より向上したが、目標には届か 

なかった 
 
（２）運動実技教室   ２回開催 
   周知及び支援  ３２回実施 
 
 
３． 
（１）開業接骨院２か所に追加委託し、介護 

予防教室「ころばん塾」を開催 
   ・川西湖山病院 １９回開催 
   ・斎藤接骨院  ２０回開催 
   ・加藤接骨院  ２０回開催 
 
（２）①７月２３日高槻絹子氏による講演会 
    １２８人参加 
    同日 認知症勉強会 ２６人参加 
    ②認知症健康教育  ５回１０１人 
    脳機能テスト      ６２人 
 
（３）１２回 ７０人 

 
【介護支援グループ】 
１.介護保険事業の円滑な運営 
 
 
 
 
２.地域包括支援センターの円滑な運営 
（１）効率的な介護予防ケアマネジメントの 
 実施 

 
 
 
（２）二次予防事業対象者に対する介護予防事業 
  の実施 
 
 
 
 
 
 
（３）一般高齢者に対する認知症の予防、啓発 
 
 

 
 
１． 
  介護給付適正化縦覧点検事業を県国保連合会に
委託し、正確な請求額の確保及び適正化実績額の
向上を図る。 

 
２． 
（１）居宅介護支援事業所へ全ケース数の６０％以
上の委託を目指す。 

 
 
 
（２）通所型及び訪問型介護予防事業の実施。 

目標 延べ人数 ６００人 
 
 
 
 
 
 
（３）認知症サポーター養成講座の実施 

開催目標 ７回         

 

 
 
１．実施回数 ３回 
  過誤調整件数 １２件 
 
 
 
２． 
（１）実績件数等  
   延べ件数   １,５１２件 
   委託件数   １,０４２件 
   委託率     ６８．９％ 
 
（２ 延参加者数 
   足腰元気コース  ４１５名 
   関節の痛みコース ３０６名 
   お口元気コース  １２１名 
   訪問型口腔機能向上 １２名 
  （訪問型の対象者を２名増とし実施） 
          計 ８５４名 
 
（３）サポーター養成講座 

実施回数 １１回 
参加者数 １４０名 
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平成２５年度 運営方針と組織目標（産業振興課） 

                                              作成者 産業振興課長 山 口 俊 昭  
【課の運営方針】 

１．研究機関としての「ブランド研究所」活動を活発化させ、産業振興を主軸としたトータルイメージとしての「川西町」のブランド性向上策を
提言する。 

２．経営所得安定対策の適正執行及び「人・農地プラン」の推進とともに、大規模に予定されている圃場整備の機会を捉え、「米プラスα」のため
の戦略作物の選定など園芸振興を強力に推進する。 

３．園芸の振興、６次産業化、農商工の連携を一体的に捉え、産業の融合と人材育成を図りながら、グリーン・ツーリズムも含めた６次産業化へ
の環境整備を推進する。 

４．会社等訪問により商工業者との情報交換を充実し、経営環境の向上や雇用支援に努める。 
５．平成２６年度のＤＣ（デステネーション・キャンペーン）のプレ年度として、ダリヤ園、ハーブガーデンの充実により来客者の増加を期する。
（ダリヤ園入園者目標：６万人） 

６．「ふれあいの丘整備構想」に沿って、浴浴センター大規模改修設計並びに置賜公園、ダリヤ園等の本格的整備の初年度に着手する。 
 

組 織 目 標 具 体 策 指 針 点 検 評 価 

【６次産業推進室】 
１ ６次産業化の推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 川西ブランドの確立 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ グリーン・ツーリズムの推進 
 
 

 
１ ６次産業化の推進 
（１）６次産業化推進計画の推進 
・６次産業化推進計画に基づき地域資源の調査、開
発及び実践者の発掘を図る。 

 
（２）人材育成支援及び起業・事業拡大の支援 
・６次産業化の担い手等の研修支援により人材の育
成並びに起業等への指導を充実する。 

・特産品加工や販売等の促進のため、実践内容に応
じたハード、ソフトの補助並びに商標登録等の支
援を図る。 

 
 
 
（３）拠点施設の基本計画策定 
・地域産品、農産物等の販売など６次産業化の拠点
となる施設整備の具現化を推進する。 

 
２ 川西ブランドの確立 
（１）川西ブランドの確立 
・「川西ブランド研究所」による町のブランド性の研

究及びブランド確立に向けた提言等を行う。 
・川西ブランド米の確立に向けた研究グループへの
コンクール出品等の活動支援を行う。 

・紅大豆の安定的な生産と販売のバランス確立及び
販路拡大のための実践を支援する。 

 
 
 
 
（２）直販による川西産品の販路等拡大 
・こまつ市等直販イベントを拡充し、川西産品の販
路拡大を図り、地産地消及び川西産品の知名度向
上を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
（３）特産品開発等の総合的な支援 
・６次産業化の推進とともに特産品開発に関して総
合的（開発、ネーミング、デザイン等）に支援す
る。 

 
 
 
 
 
３ グリーン・ツーリズムの推進 
（１）農村体験受入事業の推進及び川西型グリー
ン・ツーリズム体系の確立 

・「山形ダリアの里体験受入協議会」の組織統合及び
業務の拡大を検討・推進する。 

・教育旅行のメニュー拡充により魅力を図る。 
・体験受入側である農家の増加に取り組む。 
 
 
 
 
 
 

 
１ ６次産業化の推進 
（１） 
・６次産業化アドバイザー調査指導  17件 
・６次産業相談会（各地区・産業ﾌｪｱ）8回 
・相談件数（訪問等含む）      19人 
（２） 
・県内外の直売所視察研修 2回（延 13人） 
・首都圏における販売促進研修（  2人） 
・農産加工研修（置農校会場） （延 21人） 
・６次産業化セミナー    4回（延 59人） 
・ハード事業          2件（704千円） 
・ソフト事業          3件（711千円） 
・ビジネススクール受講支援 2名 
・先進地調査        4回（延 12人） 
（３） 
・拠点施設の基本的事項の検討 
（建設候補地、施設規模、運営主体等） 

 
２ 川西ブランドの確立 
（１） 
・ブランド研究所員の増員  （13→21人） 
・町のブランドカラーを「紅（くれない）」 
に仮設定し研究 

・研究所会議（WG含む）        6回 
 視察（真室川）         1回 
 地域団体商標セミナー         1回 
・川西町米ブランド研究会 （会員 17人） 
 組織育成研修ほか       21回 
・「秋穂の花」登録商標を取得（4/12） 
・６次産業化推進員による指導助言 8回   
（２） 
・こまつ市 
開催回数７回（5～11月） 
出店舗数 25店(max)＋ﾁｬﾚﾝｼﾞｼｮｯﾌﾟ 4店 
総売上額 4,550,480円（過去最高） 

・東北復興物産市（仙台市）2回(7、8月) 
・夏まつり（かわにしマルシェ）20店舗 
・川西特産品フェア(山形 10月,東京１,2月） 
・かわにし産業フェア（10/18） 
・町イチ！村イチ！2014（東京，1/11,12） 
・かわにし産直市（11/3） 
（３）情報発信 
・おいしい山形特産物商談会（11月,3月） 
・日本伝統野菜フェスタ（商談会）（3月） 
・町ブログ・ＨＰ・ＦＢによる情報発信 
・アドバイザー開発等支援    10件 
・ポップ広告研修会 （4/15） 
・仙台物産市視察研修（4/19） 
・こまつ市レベルアップセミナー（9/12） 
 
３ グリーン・ツーリズムの推進 
（１） 
・「かわにしツーリズム」が「山形ダリアの里
体験受入協議会」に組織統合（4/24） 
・「やまがた里の暮らし推進機構」との 27年度
統合を視野に入れ協議を開始 
・教育旅行受入 千葉県内中学校 2校（84人） 
・宮城県，千葉県誘致活動（6月，9月） 
小学校 6校・中学校 11校・旅行社 1社 

・都市農村共生対流対策交付金事業(農水省) 
事業主体：山形ダリアの里体験受入協議会 
事業採択。（7/2）,計画承認（9/3） 
※都市の課題と農村地域の課題を相互交流に
より解決する「農都交流事業」に着手。 
・モニターツアーの実施（11/16～18） 
・インターシップの実施（2/22） 
・全国農都交流セミナー（3/6） 
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【農業グループ】 
１ 水田農業の確立と振興 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 畜産の振興 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 農業の担い手育成・支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 集落営農組織の育成と法人化の推進 
 
 
 
 
 
５ 園芸作物の振興 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 食の安全・安心の確立 
 
 
 
 
 

 
１ 水田農業の確立と振興 
（１) 農業振興基本計画の策定 
「山形県農業経営基盤の強化の促進に関する基本方
針」を受け、「川西町農業振興基本計画」を策定す
る。 

 
（２）水田農業の振興 
・農業再生協議会と連携し、経営所得安定対策及び
関連施策の活用による園芸産地の形成を推進す
る。 

・良質米の生産振興による農業所得の向上を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 畜産の振興 
（１）繁殖と肥育の連携等によるブランド性向上 
・繁殖牛及び肥育牛の生産振興を図り、「生まれも育

ちも川西」の米沢牛生産拡大に向けた振興を図る。 
・改良増殖及び飼育技術を高め、米沢牛の品質向上
による所得向上に寄与する。 

・関係者による玉庭放牧場の総合的な利活用システ
ム確立を支援する。 

 
 
３ 農業の担い手育成・支援 
(１)  人・農地プランの作成 
・地域・集落での自主的話し合いを促進し、「人・農
地プラン」の作成を支援する。 

  
(２) 認定農業者等中核的担い手の支援 
・農業経営体の個別の経営に応じた認定農業者等の
育成及び支援を図る。 

 
(３) 新規就農者の支援 
・新規就農者等の個別の状況に応じた支援と受入体
制の整備を図る。 

 
 
 
４ 集落営農組織の育成と法人化の推進 
(１) 集落営農組織の育成と法人化の推進 
・中核的担い手や副業的農家などが協働による地域
農業確立のため集落営農組織の法人化を支援す
る。 

 
５ 園芸作物の振興 
(１) 園芸産地の形成と戦略作物の振興 
・基盤整備事業の実施に併せ、園芸産地の形成と戦
略作物の推進を図る。 

・６次産業化を支える多品目化を推進する 
・品質向上・出荷調整体制整備を支援し、施設園芸
化による周年型農業を推進する。 

・アドバイザーによる園芸の生産技術及び園芸経営
の向上を支援する。 

 
６ 食の安全・安心の確立 
（１）安全・安心な農産物の生産、販売 
・有機栽培及び減農薬減化学肥料栽培の推進及び耕
畜連携による土づくりを推進する。 

・環境保全型農業の推進及び農畜産物の放射性物質
検査等の支援を図る。 

 
 
 

 
１ 水田農業の確立と振興 
（１）25 年度中に町基本構想等の策定を予定
していたが、今般の国の農業施策の見直しに
より、農業経営基盤強化促進法が再度改正さ
れることになったため、その法改正に合わせ
た基本構想と基本計画の策定を図る。 
（２） 
・農業再生協議会に係る会議等の開催状況 
 総会                             2回 
幹事会                          5回 

 方針作成者連絡協議会             3回 
 生産調整代表者会議              5回 
・経営所得安定対策等実績 
 米の直接支払交付金交付件数  1,074件 
 水田活用直接支払交付金交付件数 1,177件  
 主食用水稲作付面積         2,888.1ｈａ 
 産地化重点作物作付面積       53.9ｈａ 
（アスパラガス,えだまめ,たらのめ.ダリア） 
 産地化推進作物作付面積       23.3ｈａ 
（きゅうり,キャベツ,ねぎ,トマト,食用菊） 
 
２ 畜産の振興 
・町有牛頭数                153頭 
・町有牛導入頭数              31頭 
・肥育牛貸付頭数              50頭 
・乳用牛貸付頭数               3頭 
・24 年度で廃止された玉庭放牧場の利活用を
図るため、関係団体が設立した「玉庭放牧場
利活用協議会」に対し、ＪＡ山形おきたまと
共に支援を開始。 

 
３ 農業の担い手育成・支援 
（１）プラン作成地域           8地域 
・説明会等開催               28回 
 
 
（２）認定農業者数             338人 

※内新規認定 2人、更新 39人 
 
 
（３） 
・県認定就農者数                  10人 

※内新規 3人 
・青年就農給付金交付決定者          3人 

※準備型 1人,経営開始型 2人 
 
４ 集落営農組織の育成と法人化の推進 
（１） 
・集落営農組織                   6組織 
・法人                       9法人 

※内新規 1法人 
 
５ 園芸作物の振興 
（１） 
・小規模畑地化整備支援事業（県単） 
  交付決定          1団体 
・戦略的園芸産地拡大支援事業（県単） 

交付決定          7団体 
・園芸振興アドバイザー委嘱   1人 
・園芸作物栽培講習会      2回（92人） 
 
 
６ 食の安全・安心の確立 
（１） 
・環境保全型農業直接払交付金（国庫） 
  申請件数          40件 
・環境保全型農業推進事業（町単） 
  交付件数          32件 
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【商工観光グループ】 
１ 雇用創出の推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 商工業の振興 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 中心市街地活性化の推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 観光の振興 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１ 雇用創出の推進 
（１）ハローワークや雇用対策協議会等と協調し雇
用創出を促進する。 

 
 
 
 
 
（２）雇用基金事業による雇用機会の創出を図る。 
 
（３）地域雇用創造推進事業による人材育成等を図
る。 

 
 
２ 商工業の振興 
（１）小規模事業者の経営指導を担う商工会の運営
支援及び商業協同組合の活性化事業を支援する。 

 
 
（２）年間を通じて企業訪問を実施するとともに、
金融機関との懇談会等により新たな企業支援のあ
り方を研究する。 

（３）各種金融制度を周知し、活用による経営安定
の支援を図る。 

 
 
 
 
３ 中心市街地活性化の推進 
（１）市街地活性化プランの策定に向け協議会を設
置する。 

（２）市街地街路灯整備等の支援を行う。 
 
 
 
 
（３）市街地活性化活動に対する支援を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．観光の振興 
（１）地域資源の活用を核とした、（仮）観光戦略基
本計画の策定に向け研究を開始する。 

 
（２）ダリヤ園及びハーブガーデン等の内容を充実
し来客者増加を図る。（目標→ダリヤ園：６万人、
ハーブガーデン：５千人） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）ＪＲのＤＣや花回廊など近隣市町等と連携し、
積極的な誘客活動を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）「ふれあいの丘整備構想」に基づき、浴浴セン
ターの大規模改修調査設計、ダリヤ園及び置賜公
園の施設整備を実施する。 

 
 

 
１ 雇用創出の推進 
（１） 
・ハローワーク求人情報（毎週発行） 
・地域経営者・地元大学等進路指導者交流会 

（7/3） 
・学生就職面談会（10/7） 
・新規高卒者就職面接会（11/18） 
・就職面談会（一般）  （2/20） 
（２）緊急雇用創出対策事業 
  実施件数 22件（雇用人数 27人） 
（３）地域雇用創造推進事業 
・人材育成セミナー 3団体 4事業 115人 
・就職相談会 50回実施、104人利用 
 
２ 商工業の振興 
（１） 
・商工会運営補助金   4,000千円 
・経営革新等事業補助金 2,000千円 
・商業協同組合支援補助金 200千円 
（２） 
・企業訪問 11社（延 20回） 
・産業フェア工業展 8企業ＰＲ出展 
（３） 
・中小企業制度資金利子補給事業 
   （新規 8件、継続 13件） 
・創業支援利子補給事業  

（新規 1件、継続 1件） 
 
３ 中心市街地活性化の推進 
（１） 中心市街地活性化検討委員会開催 

（3/14） 
（２） 
・中心市街地街路灯整備事業支援 
ＬＥＤ街路灯 99基 
事業主体：川西町街路灯管理運営委員会 
助成額：国 27,870千円,町 17,215千円 
（３）中心市街地・商店街活性化支援事業 
・駅前ほこ天、中心市街地研修会（10/19,3/20） 
事業主体：綾プロジェクト推進協議会 
助成額：県 200千円、町 200千円 
・商店街イルミネーション、キラリン市 

（11/11～1/10,11/22） 
事業主体：商工会（表参道・五日町） 

 助成額：国 1,403千円,町 200千円 
 
４ 観光の振興 
（１）ブランド研究所とも連動させながら観光
素材等のデータ蓄積を実施し、早期の計画策定
に向けた準備を開始した。 
（２） 
・ハーブガーデンフェア（6/29～7/15） 
 ワークショップ 15イベント 
 入園者数：2,605人 
※前年度比△42.8％、目標対比△47.9％ 
期間中の荒天が大きく影響し大幅な来園者

減となった。 
・ダリヤ園（8/1～11/4） 
 入園者数：50,403人 
※前年度比△12.2％、目標対比△16.0％ 
9 月末まで前年度比 10％増で推移していた

が、10 月の土日荒天が大きく影響し大幅な入
場者減となった。 
（３） 
・プレＤＣ（6/15～9/14） 
 イベント列車おもてなし（7/6、8/3） 
首都圏プロモーション（7/16） 
全国宣伝販売促進会議（8/28） 
エクスカーション（8/30） 

・置賜地域合同キャラバン（首都圏、宮城 
福島、新潟 10/30/31、11/7,8） 

・花回廊（4/15～7/15） 
・新幹線おもてなし（高畠駅 4/20） 
・ひめさゆりウォーク（下小松 6/15） 
・駅長オススメの旅（ハーブＧ 7/7） 
・冬のあった回廊（12/1～2/28） 
・スノーシューハイク（1/1） 
・春待ち雪見の宴（2/2,122） 
・春待ち市（3/23） 
・雛回廊・玉庭ひなめぐり（3/29,30） 
（４） 
・浴浴センター大規模改修実施設計 
・ダリヤ園、置賜公園 
 駐車場舗装整備、福祉車両駐車場増設 
 スプリンクラー増設、ハーブ園通路整備 
 置賜公園入口整備 
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平成２５年度 運営方針と組織目標（農地課） 

                                              作成者 農地課長  大 崎 顯 一   
【課の運営方針】 

１．本町農用地の効率的な利用を図るため、利用関係を調整し耕作者の地位の安定と農業生産力の増進を図る。 
２．本町農業の高い技術力を活かした食糧供給基地として、生産基盤の整備から農業生産力の向上を図る。 
３．集落機能の再生と都市との共生を促進し、中山間地域の活性化を図る。 
４．環境と調和したみどり豊かな森林と里山づくりから、地球環境と美しい景観の保全を図る。 
 

組 織 目 標 具 体 策 指 針 点 検 評 価 

【農地グループ】 
1.農地等権利移動の許可・調整等の適正処理 
 
 
2.農地の効率的利用に向けた利用調整を行い利
用集積を促進し、担い手の育成、農家経営安定
化の基盤づくり 

 
 
 
 
3.遊休地、耕作放棄地の解消に努め、多様な利 
活用を推進 

 
 
4.農業委員会相談業務の適切対応の体制づくり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.農家経営状況等の把握、諸証明の円滑な発行に
向けた農家台帳の整備  

 
 
 
 
 
 
 
 
6.集落営農や農業経営改善に向けた取組みと、標
準となる農作業料金、参考賃借料の設定 

 
 
 
 
 
 
7.農業者年金制度加入促進 
 
 
 
8.農業振興地域整備計画の策定 
 
 
 
 
 
 
 
9.農業委員会業務の町民周知 
 

 
・農業委員会総会の毎月開催 
    (毎月 25日頃、年 12回開催) 
 
・農用地利用設定等調整会議並びに農地あっせん委 
員会の開催  (９月～４月毎月開催) 

・農地利用集積円滑化団体との連携による利用調整
会議の開催 

・農用地利用集積計画作成 
・所有権移転等の嘱託登記 
 
・耕作放棄地解消計画の作成 
・耕作放棄地所有者への指導 
・農地パトロールの実施 
 
・相談業務の適切対応に向けた農業委員・事務局研
修 

   6/農業法人等に関する研修会 
   7/農業者年金研修会 

 7/あっせんに関する研修会 
 11/農地関連税制研修会 

・農地等生前一括贈与に係る事務と適正指導 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・耕作証明、農振地域証明等の発行 年間 
・農地基本台帳の更新整備 
  地図情報の更新 年 1回 7月 
  権利移動の更新 毎月 1回. 
 
 
 
 
 
 
・10/ 優良農業経営先進地視察全員研修 
・参考賃借料の改定 
・農作業料金標準表の作成 
 
 
 
 
 
・受給者調査・加入者説明及び新規加入者の掘起し 
・農業者年金協会研修会の開催 
 
 
・農振計画見直しに向けた協議 
・農用地利用計画の変更受付 

年 1回(6/15) 
 
 
 
 
 
・広報委員会で編集し、広報誌発行 

年 2回(8月、1月) 
・お知らせ事項は随時町報・ホームページに掲載 
 

 
1.農業委員会総会の毎月開催 
（４～３月まで開催） 

 
2. 同会議並びに同あっせん委員会 
（4/30、9/2、10/1、11/1、12/2、12/26、2/3、
3/3、3/28開催。事務処理について計画通り
進捗） 

 
 
 
3. 同計画を作成し、農地パトロールを 8月 26
日に実施した。3月 3日農地委員会で解消面
積を報告、協議を行った。 

 
4. 農業委員、職員研修 
 （農業委員・農業者・事務局研修） 
・農業法人等研修会９/１３に実施。 
・農地あっせん研修会７/２５に実施。 
・農地研修会 10/30に実施。 
・委員集落営農現地研修会 11/13に実施。 
・農地中間管理機構制度研修会 11/27に実  
 施 
・同上制度認農会合同研修会 1/16に実施。 
・農業者年金研修会 7/19、11/27、2/27に  
 実施。 
（事務局） 
・農地税制研修 10/7、農地事務研修会 10/11、 
 農業者年金事務研修会 12/6 
・農地等生前一括贈与に係る事務について 
 適正な指導を行った。 

 
5. 
・耕作証明 18件、農振地域証明 76件の発行。 
・農地基本台帳について、所有権移動について
は、税務データが確定する 1月期に実施。貸
借権の移動については、毎月の移動確定後実
施した。 

  農地地図情報システムの地図情報更新に
ついては、税務の字寄図が確定した後に実施
した。 

 
6. ・10／30庄内地区基盤整備事業に伴う担い

手集積化について研修実施（上掲）。 
・参考賃借料について 12/26 農振委員会で
協議し、委員会に同日報告決定した。 

・農作業料金標準表について 2/10農振委員
会で協議し、2/17同策定会議で決定、そ
の後 2/25委員会に報告した。 

 
7. 農業者年金協会研修会７／１９に実施。 
 ・新規加入者掘り起こし会議 9/13、2/27。 
 ・受給者調査・加入者説明は随時行った。 
 
8. ６/１５締め切りの農用地利用計画の変更
申請については該当がなかった。 

 ・国県道建設にかかる宅地移転補償に伴う農 
  振変更要望が多いことから見直しを延期す 
  ることを町報 10/15号で周知した。 
 ・11/20 受付の農振変更を行い 3/26 に完了
した。 

 
9. ・広報誌定時発行 ８/１５号・１／１５号 

 ＴＰＰ関連臨時発行 ５/１５号 
・議案書、議事録について、ホームページ
に掲載した。 
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【農村林務グループ】 
1.国土・自然環境保全に資する農用地管理の推進 
 
 
 
 
 
 
2.地域担い手農家への農地の集積及び農作業の
効率化を図る基盤整備事業の推進 

 
 
 
 
3.有害鳥獣駆除の効果的な実施 
 
 
 
4.森林環境保全及び緑化の推進 
 

 
1.農地・水保全管理支払交付金事業により、地域共
同による農地・農業用水等の資源の保全管理活動
及び農道・水路等の長寿命化と水質・土壌等の保
全活動を行う組織に対して交付金を交付する。 

 
 
 
2.戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業による基
盤整備を推進する。 

 
 
 
 
3.有害鳥獣駆除の迅速な対応及び駆除に係る後継
人材育成を図る。 

 
 
4. 
(1) 森林病害虫（松くい虫）防除及びナラ枯れ被害
の拡大防止に向けた防除を実施する。 

 
 
 
(2) みどり環境交付金事業による森林環境整備に
取り組む。 

 
 
(3) 公有林造成管理事業による町有林環境整備を
実施する。 

 

 
1.農地・水保全管理支払交付金事業により以下
の交付金を交付した。 
・共同活動支援交付金 

対象 19組織 424,464a 
・向上活動支援交付金 

対象 18組織 68,891a 
 
2.県営基盤整備事業の推進を図った。 
・こうずく地区（平成 22～27年度） 
・高山地区（平成 23～30年度） 
・宮地地区（平成 25～29年度） 
・関根地区（平成 25～27年度） 

 
3.狩猟免許取得経費等補助金事業により、狩猟
免許取得者に対し補助金を交付した。 
・補助金交付申請者 4名 

 
4. 
(1) 病害虫等防除を以下のとおり実施した。 
・松枯れ被害木処理 176本（74.47㎥） 
・ナラ枯れ被害木駆除 61本（5.9㎥） 
・ナラ枯れ被害予防 33本（2.34㎥） 

 
(2) みどり環境交付金事業により以下の事業
を行った。 
・松枯れ被害木処理 72本（18.21㎥） 

 
(3) 町有林の整備を実施した。 
・小蓑沢 下刈 6.35ha 
・松尾沢 枝打 2.38ha 
・河原沢 間伐 3.07ha 

森林作業道開設 620m 
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平成２５年度 運営方針と組織目標（地域整備課） 

                                              作成者 地域整備課長  浜 田  修  
【課の運営方針】 

１ 安全、安心かつ快適な住環境整備、都市計画変更及び地籍調査を推進する。 
２ 飲料水の安定供給及び水道事業の経営健全化を目指す。 
３ 水質保全及び生活環境向上を図るため、各種生活排水処理事業を推進する。 

 

組 織 目 標 具 体 策 指 針 点 検 評 価 

【建設管理グループ】 
１ 住環境整備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 都市計画変更 
 
 
３ 地籍調査推進 
 

 
１－（１） 町道等の新設改良 
       ・虚空蔵山西線改良概略設計 
       ・東陽寺前中通線道路改良工事 
       ・新山川中線待避所設置工事 
       ・三枚床道環線道路改良工事 

     ・北郷八ツ口線道路改良工事 
       ・高田仲沖線道路改良工事 
 
１－（２） 町道等の維持管理 
       町道・河川橋梁・公園・町営住宅 
 
１－（３） 国県道の整備推進 
       ・国道２８７号道路整備促進 
       ・新潟山形南部連絡道路（梨郷道路） 
        整備促進 
       ・主要地方道高畠川西線整備促進 
 
 
 
 
 
 
１－（４） 住宅建設及び支援 
       ・町営住宅建設調査設計 
       ・住宅建設支援 

・若者向け住宅支援 
 
２     都市計画区域の拡大等 
       区域拡大・用途変更検討 
 
３     犬川地区内継続調査 
       大字小松０．２㎢現地調査 

 
１－（１） 
 ・虚空蔵山西線概略設計終了。 
 ・東陽寺前中通線完成 Ｌ＝１５４ｍ 
 ・新山川中線待避所・車止め完成２か所 
 ・三枚床道環線全線完成Ｌ＝７６２ｍ 
 ・北郷八ツ口線改良延長Ｌ＝１００ｍ 
 ・高田仲沖線改良延長Ｌ＝１２０ｍ 
 
１－（２） 
 ・町道等について通年維持管理に努めた。 
 
１－（３） 
・国道２８７号事業促進（１期区間・長井
南ＢＰから高川線まで用地買収 ２期
区間・高川線から雑魚田茨虫まで調査測
量） 

・梨郷道路事業促進（１期区間・長井市境
から高田仲沖線まで調査設計 ２期区
間・高田仲沖線から赤湯ＢＰまで工事着
工） 

 ・高畠川西線踏切完成 Ｌ＝５５０ｍ 
 
１－（４） 
 ・町営住宅建設事業基本・実施設計完成 
 ・住宅建設支援１２０件 
 ・若者向け住宅支援４件 
 
２ 
 ・都市計画区域を１９８２ｈａに拡大。 
 
３ 
 ・大字小松地内０．２Ｋ㎡現地調査済 
 

【上水道グループ】 
１ 飲料水の安定供給 
 
 
 
 
 
 
 
２ 経営健全化 
 

 
１－（１） 施設設備の更新等 
       計装テレメーター・老朽管更新 
 
 
１－（２） 施設設備の維持管理 
       漏水調査・緊急漏水対応等 
 
 
２－（１） 経営健全化計画の推進 
       未収金対策推進・企業会計対応等 

 
１－（１） 
 ・遠方監視制御装置、入出力装置盤製作 
 ・老朽管更新済延長Ｌ＝１２５０ｍ 
 
１－（２） 
 ・漏水調査東沢地区１件、緊急漏水対応 
  ７６件（Ｈ２６・１月末） 
 
２－（１） 
 ・未収金対策手法として３９件給水停止 
 ・企業会計基準見直しに伴うシステム改修 
 

【下水道グループ】 
１ 水質保全及び生活環境向上 
 
 
 
 
 
 

 
１－（１） 下水道事業の適正運営 
       施設設備維持管理・水洗化率向上 
 
１－（２） 農業集落排水事業の適正運営 
       施設設備の適正維持管理 
 
 
１－（３） 合併処理浄化槽整備促進 
       国県補助制度の積極活用 
 

 
１－（１） 
 ・水洗化率公共下水道７５% 農集排８５% 
 
１－（２） 
 ・処理場２か所（中大塚・下小松）のポン    
 プ設備点検、汚泥処理により適正管理 

 
１－（３） 
 ・国県補助制度活用数  

５人槽１６基、７人槽１１基 
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平成２５年度 運営方針と組織目標（出納検査課） 

                                              作成者 出納検査課長 島 貫 順 一  
【課の運営方針】 

１．会計事務の適正な執行の確保、公金の安全確実かつ有利な管理運用を行う。 
２．入札・契約に伴う公正かつ適正な競争による制度の確立を目指す。 

 

組 織 目 標 具 体 策 指 針 点 検 評 価 

【出納グループ】 
１．適正な支出負担行為の確立と会計事務担当
職員の事務能力向上  

 
 
 
 
 
２．公金の安全かつ効率的な管理運用 

 
１．請求書・契約書等による支出負担行為確認の徹 
底を図り、振替不能とならないよう振込先口座の 
確認を徹底する。又、経理事務に必要な情報等の 
提供を行い、各種伝票に不備が発生しないよう各 
課における経理担当者に指導等を行う。 

 
 
２．適正な資金計画をたて、公金の運用を行い一時 
借入の縮減に努める。 
 
 

 
１．不備のある伝票については、その都度指
摘をし、改善を図った。また、財務会計シ
ステムへの債権者登録を徹底すること等
により、手書きの振込依頼書を極力少なく
し、振替不能の件数を削減した。 

 
 
２．一般会計、特別会計、基金間における最
低の繰替え運用を行い、一時借入金の抑制
を図った。また、毎月、各課の収入支出の
予定を把握し余剰資金については、利率の
高い預金に預けるなど適正な資金管理を
行った。 

 
 

【契約検査グループ】 
１．建設工事等に係る入札執行方法である一般
競争入札、総合評価方式等の入札制度の研究
を行う。また、最低制限価格制度や公契約法
についての研究を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
２．契約等の事務手続きの適正な執行を行う。 
 
 
 
 
 
 
３．入札・契約の透明性を確保する。 
 
 

 
１．建設工事等に係る入札において、一般競争入札、
総合評価方式等の入札制度の実施状況の情報収集
を行う。また、最低制限価格制度や公契約法の具体
的内容についての研究を行う。 
 
 

 
 
 
 
 
２．４月１日より、各種改正契約約款が施行されるこ
ととなり、契約事務が適正になされているか確認を
行うとともに、契約書等の様式が適正なものを使用
するよう徹底する。  

 
 
 
３．入札・契約内容の透明性を図るため、基準に基づ
き入札結果をホームページに掲載する。 

 
 

 
１．県発注者協議会より県内の入札状況の情
報収集を行った。結果は以下のとおり。 
一般競争入札   ２２団体実施 
総合評価方式   １３団体実施 
最低制限価格制度  ９団体実施 
（総合評価方式に関しては、平成２２年
度をピークに毎年減少傾向。） 

 
 
 
 
２．施工伺時において、契約事務の確認及び
各種様式が改正後の様式であるかのチェ
ックを行い、都度指導を行った。 

 
 
 
３．公表基準に基づき、入札結果を月ごとに
更新し掲載を行った。 
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平成２５年度 運営方針と組織目標（教育総務課） 

                                              作成者 教育総務課長 栗 田 政 弘 
【課の運営方針】 

１ 学校教育及び乳幼児保育の環境整備を進め、本町の子供たちが健やかに成長するための施策を展開し教育の充実を図る。 
２ 幼・保・小・中の一貫した教育方針に基づき、町教育目標及び学校教育目標の実現をめざす。 
３ 地域・関係機関及び団体との連携を図り、保護者から信頼され、安心できるよう子育て支援の充実を図る。 

 

組 織 目 標 具 体 策 指 針 点 検 評 価 

【教育総務グループ】 
１ 川西中学校の環境整備と経営支援 
 
 
 
 
２ 小学校学区見直しに向けた検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ コミュニティ・スクールの支援と推進 
 
 

 
１ 平成２３年４月に開校した川西中学校の教育環
境整備を進め、学習指導のための支援教員や教育
相談員を配置し、学習指導体制の充実及び経営支
援を行う。 

 
２ 小学校区の見直しの方向性を協議、検討する。 
（１）見直しに必要な基礎資料とデータ収集 
 
 
 
（２）（仮称）小学校区のあり方に関する協議会の設
置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）給食体制のあり方の検討 
 
３ 東沢小学校に導入したコミュニティ・スクール
の支援及び他校への導入について調査研究を進め
る。 

 

 
１ 川西中学校に学習支援員１名、教育相談員
２名を配置し、学力向上及び不登校傾向の生
徒に対する相談等に努め学校経営の支援を
行った。 

 
２ 
（１）児童数の推計を行うとともに、学級数の
推移見込みを行い、学級数の減少に伴う教育
環境（配置教職員数等）の変化を研究した。 

 
（２）小学校区の見直しの方向性について検討
する「あすの川西町の小学校を考える協議
会」を設置し、５／２７、８／３、１／２５
の３回開催し検討作業を行った。 

  協議会での検討の参考とするため、幼児施
設及び小学生の保護者の方々との懇談会を
９月より１１月にかけて各小学校・幼児施設
１４会場で開催した。また、一般町民の方を
対象に１１月から１２月にかけて地区交流
センター等７会場で開催した。 

  保護者対象では２１１名、一般町民対象で
は１００名の方に出席いただき、意見要望等
をいただいた。 

  協議会及び懇談会の内容については、逐
次、町報かわにしでお知らせした。 

 
（３）児童生徒数の推移を基に検討を行った。 
 
３ ４月１日、東沢小学校にコミュニティ・ス
クールを指定した。推進委員会を５回開催
し、学校運営協議会の設置に向けた協議を実
施した。 
１０／２８に第１回の学校運営協議会を

開催し、今年度、３回開催し学校経営につい
て意見をいただいた。 

  また、調査研究として、新潟県聖篭町（７
／８）と福島県三春町（９／３０）の視察研
修を行った。 

 
 

【教育施設グループ】 
１ 小松小学校施設整備 
 
 
 
２ 玉庭小学校耐震化事業 
 
 
 
 
 
３ 幼児施設・小中学校の施設整備 
 
 
４ スクールバス（園児バスを含む）の適正な
運行管理 

 
１ 継続して、小松小学校校舎新築工事を実施する。 
 
 
 
２ 耐震二次診断の実施。診断結果による補強工事
実施設計の業務委託を行う。 

 
 
 
 
３ 保育所、各幼稚園、小学校及び中学校の施設環
境の整備を行う。 

 
４ スクールバス運行管理業務の民間委託について
調査研究し、民間委託化を図る。 

 
１ 平成２６年６月完成予定に向けて、工事を
実施している。新校舎については完成し、新
年度より使用開始する。 

 
２ 耐震２次診断業務の結果を受け、校舎は耐
震補強により耐震化を行うため実施設計を
発注・完了。屋内運動場については、耐震不
足により新築工事となるため、基本設計業務
を発注・完了した。 

 
３ 予定通り各種工事の発注を行った。 
 
 
４ 置賜管内で運行管理委託を行っている民
間業者と移行について協議を行った、２６年
度も継続して調査研究を行う。 
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【子育て支援グループ】 
１ 町立幼児施設の充実 
 
 
 
２ 地域子育て支援の充実 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 乳幼児施設等の運営支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 「子ども・子育て支援新制度」への移行準備 

 
１ 町立幼稚園、保育所の環境整備に努め、心身共
に健やかに育つ教育環境づくりを進める。 

 
 
２ 地域や施設の特性を充分に発揮し、多様化する
保育ニーズに対応した子育て支援を実施する。 

（１）子育て支援センターの事業充実 
 
 
 
 
（２）放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の活 
 動支援 
 
 
 
 
 
 
 
３ 保育環境の整備と低年齢児保育需要への対応 
（１）私立幼稚園の運営支援 
（２）民間立認可保育所及び病児保育事業の運営 
支援 

 
（３）認可外保育施設の指導監査と運営支援 
 
 
 
４ ２７年４月に本格施行される新制度の実施に向
け、子ども・子育て支援事業計画の策定準備を進
める。  

（１） ニーズ調査の実施 
 
 
 
 
（２）地方版子ども・子育て会議の設置 

 
１ 小松保育所のホール床改修工事をはじめ、
幼稚園、保育所の危険個所等の修繕工事を実
施した。 

 
２ 
 
（１）毎日型の遊びの広場を中心に子育て 

支援センターの充実を図った。 
利用者数延４,６７５名となり大幅に増加
した。 
・９月８日こどもまつり約１５０名来場。 

（２）４学区の児童クラブに対する運営補助と
保護者利用料負担軽減補助及び子ども教
室への活動支援を実施した。 
また、小松学区の児童クラブの狭隘化の

解消のため、小松小学校内にクラブ室を創
設し、２６年４月からのびのびクラブと名
称変更し新たな活動を開始する。 

 
３ 
（１）小松幼稚園の運営補助を実施。 
（２）美女木げんき保育園の延長保育と病 

児保育に対する補助を実施。 
・病児保育延利用数 ４４６名 

（３）８月２０日、２１日に指導監査実施。 
  運営補助と、保育料負担軽減補助を実施 
  し認可外保育施設の運営支援を行った。 
 
４ 新制度については、国の子ども・子育て会
議で審議中であり、内閣府からの情報を随時
得ながら準備を進めた。 

（１）１２／５～１２／１７にかけてニーズ調
査を実施。回収率：就学前児童６８.３%, 

      小学生児童８５.３％  全体では７７.
２％であった。 

 
（２）９月、川西町子ども・子育て会議条例を

制定した。 
 ・第１回会議１１月２７日開催 
 ・第２回会議 ３月１８日開催 
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平成２５年度 運営方針と組織目標（議会事務局） 

                                                 作成者 議会事務局長 平田和雄  
                                         

【課の運営方針】 
１ 議会は、住民の直接選挙によって選ばれた議員による合議体で、住民の意思を継承・統合して本町の意思決定を行うものであり、その補助組
織として議会事務局がある。これらが充分かつ的確に発揮できる体制づくりに努めるとともに、行財政改革の本旨である効率的かつ効果的な事
務執行を目指す。 

２ 議会基本条例の具現化の第１歩として、情報公開手段の構築を図る。 

組 織 目 標 具 体 策 指 針 点 検 評 価 

 
１ 業務執行体制の整備充実 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 情報公開手段の充実 
 
 
 

 

 
１ 業務執行体制の整備充実 
（１）職員の資質向上 

迅速な対応や会議の円滑な進行のため、議会
関係の研修会へ積極的に参加する。 

 
 
 
 
 
 
（２）諸会議の的確な運営 

会議進行の事前検討会を実施し、日程、次第
書等の適法性や遺漏事項を検証する。 
会議の進行にあたっては、チェックリストを

作成して万全を期する。 
 
２ 情報公開手段の充実 
（１）広報広聴活動の充実 
   議会だよりの年４回の発行のほか、地区単位

に意見交換会を開催する。 
 
 
 
 
 
（２）議会映像配信システムの利活用 

議会本会議等の会議映像をインターネットで
配信するほか、特別委員会の配信について研究
する。 

 
 

 
１ 業務執行体制の整備充実 
（１）職員の資質向上 
議会事務局長研修（４月４日） 
新任議会事務局長・職員研修（４月８日） 
議会事務局長・職員研修 

（５月１４、１５日） 
議会事務局職員全国研修（７月９、１０日） 

 ＮＯＭＡ議会事務局職員のための基本実務
講座（１月１６日、１７日） 

 
（２）諸会議の的確な運営 

議事日程などの書類や議事運営全般の事
前検査を相互に行い、チェックリストによる
最終検討を実施し、万全を期している。 

 
 
２ 情報公開手段の充実 
（１）広報広聴活動の充実 

議会だよりは、４月号、７月号、１０月号、
１月号を予定どおり発行。意見交換会は２カ
年で７地区を一巡することとし、今年度は、
小松、大塚、中郡の３地区で１１月１２日、
１３日、１９日にそれぞれ開催し、合わせて
８８人の参加があった。 

 
（２）議会映像配信システムの利活用 

特別委員会の配信は、現行の視聴状況を見
ながら、議会運営委員会で研究していく。 

 
 

 
 
 

                          （監査委員事務局） 

 
                                                作成者 監査委員事務局長 平田和雄  

 

【課の運営方針】 
１ 町の事務事業全般について、地方自治法第２条第１４項及び第１５項で規定する事務処理の効率性と組織、運営の合理化の趣旨に沿ってな 
されているかどうか、特に意を用いながら各種監査を執行する。 

組 織 目 標 具 体 策 指 針 点 検 評 価 

 
１ 監査機能の強化 
 

 
１ 監査機能の強化 
（１）監査実務能力の向上を図るため、各種研修等

へ積極的に参加する。 
 
 
 
（２）監査の実効性を高めるため、指摘事項に対す

る措置状況について報告を要請するとともに、
報告内容の公表について検討する。 
 

 

 
１ 監査機能の強化 
（１） 
監査委員・事務職員研修（８月８日） 
ＮＯＭＡ複式簿記研修（８月２９、３０日） 

 監査委員・事務職員研修（２月１３日） 
 
（２） 

３月までの例月出納検査では、指摘事項に
対する措置の報告を求めるような事案がな
かった。 

 
 

 
 
 


